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論文
高度産業化社会への政策的課題
松原藤由
ここに昭和30年代より昭和 40年代のはじめにかけての， わが国の経済政策
（本質的には技術革新と経済発展を特殊具体的目的とする総需要増大政策としての高度成
長政策）およびその中枢部門である産業政策，わけても工業政策（産業構造高度
化政策としての重化学工業化政策）と現実の経済や産業の動向をあわせて概観して
みると，それらの諸政策と経済主体としての企業行動および消費行動によっ
て，経済の高度成長は実現したが，一方において，高度成長のヒズミないし矛
盾を顕在化し，他方において，産業の前進的再編成を推進し，経済社会や産業
経営社会は著しく変貌するとともに，最近の経済環境の変化（経済の国際化，発
展途上国の追上げ，特恵関税の供与，労働力の不足，国際通貨不安等）に対応して現実
の産業社会は「高度産業化社会」へと移行せんとしている。
いうまでもなく高度産業化社会とは，「第 3次産業社会」，「情報化社会」，「知
識産業社会」，「寡占経済社会」，「新しい産業国家」，「科学的社会」，「脱工業化
社会」とも呼ばれているが)1' この社会の一般な構造ないし性格については後
1)脱工業化社会とは，ハーバード大学教授（コロンビア大学教授もつとめた社会学の大
御所）ダニエル・ベル (DanielBell) の提唱によるボスト・インダストリアル・ソサ
エティの訳語である。彼は社会構造の大きな変化を財産関係をテコの支点として財産分
配の組織方法から封建社会，資本主義社会，社会主義社会に，また科学やテクノロジ一
を変化のテコとすれば（最も重要な発展は科学のテクノロジーに対する新しい関係）前
工業化社会，工業化社会，脱工業化社会に分けて論ずることができると考えている。も
とより脱工業化社会は社会の「全体的」な理論ではないことを彼は強調し，それは主と
して社会変化をもたらす新しい動力を取り扱うものであるといっている。わが国では脱
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述するとして， 明らかに高度産業化社会への移行は，戦後の技術革新の流れ
（技術的進歩，発明の実用化過程），わけてもオートメーション化， 自動機械化と
呼ばれる「生産方法の進歩」， コンピュータ化， 情報化，システム化と呼ばれ
．る「事務方法，経営方法の変革」が2), 高度大衆消費社会における大規模市場
を前提条件として進展し，経済が高密度に成長して物質的には或る程度「ゆた
かな社会」が成立したこと丸および最近における経済環境の変化に対応して
高度加エ産業化と総合的企業力競争（商品の品質，価格，資本力のみならず技術開
発力，市場開拓力，経営管理能力の総合的な企業間競争）の激化が国内的にも国際的
にも必然化したことから招来されたものである。従ってこれを端的にいえば，
1970年代の，わが国が国際化時代に突入して志向する新しい次元の産業社会が
高度産業化社会であるといえよう。
ここに高度産業化社会という言葉を使用して「脱工業化社会」ないし「高度
工業化社会」と呼ばない理由は，後述する超技術化，情報化，システム化の進
展により，コーリン・クラークによる産業の三分類には概念規定上，特に第三
次産業において，不明確な点が現実の問題として生じてきたこと，もとより三
分類の必要性を否定する．のではないが，それとともに高度工業化は第二次産業
工業化社会が情報化社会，超技術社会ともいわれて-いるが，私見では，これを高度産業
化社会と解釈することにする。フランスの有名な未来学者といわれているジャン・フー
ラスティエ教授は「第三文明」の社会といったが，後には「科学的社会」と呼んでいる。
日本生産性本部『21世紀の産業社会』昭和44年， 48頁参照。
2)経済審議会情報研究委員会「H本の情報社会』一そのビジョンと課題ー，昭和44年，
23頁参照。
3) 「ゆたかな社会」とはガルプレイスの言葉であり，彼は過去の資本主義（物質的欠乏
のある貧しき社会）の病として，第1は貧困，第2は不況ないし失業，第3は不平等で
あるが，現代の資本主義（精神的窮乏はあるが物質的には豊かな社会）の病としては，
第1に依存効果， 第2にインフレーション， 第3に社会的アンバランス， と述べてい
る。しかしここでば最近のわが国のことを意味している。 Cf., Galbraith, J.K, The 
Afluent・Society; 1958, pp. 1-6, 78-97, 139-151, 210-225, 251-269. 鈴木哲
太郎訳「ゆたかな社会」昭和35年， 3-7頁， 74-91頁， 139-147頁， 191-207頁， 232
ー247頁参照。
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のみならず需要が増大する各部門の成長産業のすべてにわたり，また産業のシ
ステム化が進行するであろうから，従来の固有の意味での「工業化」という概
念では内容的に狭義に失する恐れがあるからであり，他意はない4)0
さて周知の如く現実の産業社会では，鉄鋼，機械，化学，繊維，食品などの
諸工業および商業，金融業，サービス業等，今日注目されている産業の範疇に
は既にはいらない新しい産業，例えば情報産業，流通産業，住宅産業，都市開
発産業，総合輸送産業，エネルギー産業，医療産業，宇宙産業，海洋産業，公
害防止産業， 国土開発産業， 等複合機能産業が既に台頭する傾向が顕著であ
り丸 それとともに超技術化（伝統的な旧技術と異なる新しい技術体系へ）， 情報
化（特定化された明確な活用目的をもって情報を入手し使用することへ）， システム化
（共通の目的達成のために異質の事象の総合的最適化を図ることへ）などの新しい産
業の型態や経営の機能を示す言葉が実際化し，明らかに高度産業化社会への台
頭が窺われる。
ところで最近のわが国の産業政策や経済放策も高度産業化社会への移行を意
図しているかの如くである。そこで試みに，昭和44年度の産業政策の基本的内
容を端的に要約してみると，概ね(1)「日本経済の国際的展開のために」（イ）自由
4)コーリン・クラークは産業を第一次産業，第二次産業，第三次産業に三分類して，現
代資本主義においても経済成長が第三次産業の肥大をもたらすという傾向，すなわち第
一次，第二次，第三次各産業間には，所得向上による需要増大の波及状態の格差，すな
わち実質所得が高まるにつれて，農林水産物から製造工業の方へより需要がむかい， さ
らに製造工業よりも第三次産業に多くの需要があつまることを供給条件の格差，すなわ
ちサービス産業の生産性がもっとも低く，ついで第一次，第二次の順となるから，産業
各部門における所得弾力性と供給屈伸性のちがいによって，労働力の配分は第一次産業
から第二次産業へ，第二次産業から第三次産業へと移行する傾向があることをはじめて
実証的に提示した。しかしクラークの第三次産業の概念規定には不明確な点があり，今
日の技術的進歩による情報化，システム化の進展は第三次産業の性格を変え複雑な性格
をもっている。それだけに第三次産業についての理論的実証的研究が必要である。杉岡
碩夫『第三次産業」一現代経済全書一，昭和45年， 22頁参照。
5)片方善治『システム産業』一機能的複合産業時代の到来ー，昭和44年， '8-9頁参照。
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化の推進， （叫構造改善の強化， y、）経済協力の推進， （二）海外進出， （ホ）貿易の振
興， (2)「国民生活の質的充実のために」（イ）公害の防止と保安の確保，（口）消費者
物価対策の推進， Vヽ ）消費者利益の保護増進，（二）住宅産業の振興， (3)「経済発展
の基礎条件の確保のために」（イ）基礎資源の開発の促進，（口）産業立地対策の推
進， y、）労働力不足への適応， （二）中小企業の近代化， （ホ）流通部門の合理化， (4)
「創造的発展のために」（イ）技術開発力の強化，（口）情報化の推進とシステム技術
の開発， y、）新規産業の育成，等を図ることが政策的課題とされている（昭和44
年7月11日発表の新通商産業政策の基本方向）。 また昭和45年5月に閣議決定をみ
た「新経済社会発展計画」においても，計画における四つの課題ー変化に対す
る果敢な適応ー， (1)国際的視点にたつ経済の効率化， (2)物価の安定， (3)社会開
発の推進， (4)適正な経済成長の維持と発展基盤の培養，において課題達成のた
めの政策として「産業構造の革新」について述べているが，その内容からみて
高度産業化社会への移行を意図していることが明らかである。そこで新経済社
会発展計画の全文から「産業構造の革新」の項目を要約ないし部分的に省略し
て抜粋すれば，長くなるが，概ね次の如くである。
「1970年代は国際化の全面的な進展，情報化の進行，技術革新の急速な展開
・など経済社会の高度化にともなう内外需要構造の急激な変化に加え，労働力，
立地，資源等の問題が表面化し，大きな環境変化に直面することになろう。こ
のような変化に対してたんに受動的に対応するのではなく，これを積極的に受
けとめ，長期的，国際的視点にたつてもっとも効率的な産業構造への革新をは
かることが必要である，として〔 1〕産業の効率化，〔2〕高生産性農業の実現，
〔3〕中小企業の革新と流通部門の総合的効率化，〔4〕労働力の有効活用，の推
進をはかることを挙げている。
〔1〕 産業の効率化！
わが国産業構造は，これまで，生産性が高くその上昇率も高い工業部門の成
長を軸として，高級化してきたが， 1970年代において，このようなパターンは
大きく変化せず，工業部門は今後とも産業構造高度化の主役を占めるものと考
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えられる。しかしながら，工業全体としての生産性の上昇をさらにはかってい
くためには，きびしい内外情勢の変化に即した構造政策をはじめ，対外投資政
策，労働力政策，産業立地政策等の総合的， 有機的な展開が必要である。 （以
下，注記6の新経済社会発展計画の解説による）
その第1は，経済社会の高密度化の進展や，所得水準の上昇などにともなう｀
将来の需要の動向に即しながら，生産資源を最も効果的に利用して，高生産性
を実現できるような産業構造を実現することである。このためには産業の高度
加工化をいつそう推進することであり，生産性の低い技術停滞的産業は，おも
いきった構造転換を行なうとともに，他方，電子産業，航空機産業，産業機械
工業などの高度な機械工業，情報産業，原子力産業，新規合成産業などの新規
産業を育成する必要がある。このため政府は，大規模先導的研究の推進など技
、術開発力の推進，業態に応じた税制，金融上の優遇措置などを通じての育成を
はかることとする。
第2は，このような構造変化を円滑に進めるためにも，産業各部門の特性に
応じた産業体制の確立をはかることである。すなわち競争制限的な諸制度，諸
慣行の再検討や貿易自由化の推進などによって，有効な競争環境を維持，整備
すること，適正規模の確保による能率の向上などの観点から合併， グループ
化，業務提携，共同投資などにより構造改善を推進することである。
とくに計画前半期において対内直接投資の自由化がいちだんと進展し，欧米
巨大資本との本格的競争が予想されることから，業種別ビジョンにもとづき，
構造改善を推進してわが国産業の自主性を確保する必要があるが，一方， 70年
代は，産業活動がより大型化し，これにともない寡占的傾向がつよまる可能性
のあることなどを十分考慮し，政府としては，有効競争を確保し，技術進歩，
生産性上昇の成果が広く国民にゆきわたるよう所要の環境整備を行なうことに
より，寡占の弊害を除去することが必要である。｀
第3は，国際化の進展にともなう欧米先進諸国の巨大産業をはじめ，外国企
業との競争の激化などの内外情勢の変化にそなえ，生産，販売効率の向上，ー企
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業経営の体質改善，自己資本の充実などにより，企業力をいつそう強化するこ
とである。
このような各企業における工夫と努力に加え，商品コードの統一，伝票方式
の標準化，検収制度の合理化など，生産，流通，消費の一貫したシステムをつ
くり上げることが，企業のワクをこえて進められる必要があるが，政府も情報
化の促進など，広く企業力の強化に必要な環境の整備に努める必要がある。
第4は，資源，立地，輸送などの主として基幹資源型産業に集中して現われ
ると考えられる諸問題に対処することである。
第5は，経済社会の高密度化の進展や所得水準の上昇などにともなう，新し
い社会需要の増大や，消費需要の高度化，多様化にシステム的に対応すことる
である。
第6は，自主的技術開発力の強化を中心とする積極的な技術政策を展開し，
技術格差の是正をはかるとともに，貿易量の増大などに対処して外航船腹の拡
充や，産業関連社会資本の充実，金融の効率化など外部環境の整備を推進する
ことである。 （以上，注記6の新経済社会発展計画の解説による）
〔2〕 高生産性農業の実現
(1)高生産性農業の展開..…•わが国の農業が，工業を中心とする他産業部門の急
速な成長に対応しつつ，生産性の飛躍的向上をはかるために，また，食料需要
の変化にともなう農業生産， 流通の大規模化等の強い要請にこたえるために
は，①規模が大きく，能率の高い自立経営や協業等集団的生産組織などの積極
的な育成，助成をはかるとともに，②これらの経営，組織などを含め，広範な
地域全体の高い総合生産力の発現をはかるよう，整備された生産基盤や生産，
流通の大規模施設など高度な装置を中核とし，分化する生産，流通の諸機能を
総合化しシステム化するよう検討し，誘達をはかることが不可欠である。
このような基本方向にそいつつ高生産性農業の展開をはかるため，つぎの諸
施策の実施を進める。
第 1 は，農地の流動化を促進する政策である。…省略•••第 2 は，農業の装置
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化を推進することである。…省略•••第 3 は，離農の援助，促進と地域政策の展
開である。…省略…
(2)食料の安定的供給•…••今後，高度化，多様化する食料需要に適合した農産
物の供給体制を整備するため，以下の政策を積極的に展開する。
第 1に，農産物の需給調整と価格の安定をはかる必要がある。・・・省略…第2
に，農産物の残存輸入制限について，品目ごとに農業生産と雇用に対する影響
などを考慮して，必要な調整措置を講じながら，漸次輸入制限の緩和ないし撤
廃を行なうことが必要である。・・・省略…第3に，今後の需要増大に対応し，水
産業の近代化をはかりつつ，生産の安定的拡大を推進することが必要である。
. 省略…
〔3〕 中小企業の革新と流通部門の総合的効率化
(1)中小企業の革新……中小企業はいま，国際分業のいつそうの進展と労働力
需給のひっ迫化，さらには公害など社会環境への配慮の必要性に直面して，そ
の経営の根本的変革を迫られている。一方，所得水準の上昇，先進国間貿易の
拡大，技術革新の進展などによって，産業の高度加工化と製品，サービ女の高
級化，多様化が要請されており，そのことが中小企業の活躍する機会を増大さ
せている。中小企業のこうした変化への適応は，産業構造の高度化と経済の持
続的成長につながるとともに，消費水準の実質的な向上をもたらすための不可
欠fょ要件である。したがって，高度の技術をもち，生産性，賃金水準において
大企業にも劣らない企業になるよう， 自主的努力を基礎として中小企業を育
成，誘郡する必要がある。
1) 企業効率の向上…•••中小企業が環境変化をすすんで克服し，さらに先駆
的な分野を開拓しようとするときに大きな障害となりがちな資金調達力の不足
を補うため，政策金融，信用補完制度の拡充をはかるとともに，技術の高度化
を支援するため指導，・開発の施策を強化する。また，関連する多数中小企業の
効率を総合的に一段と向上させるため，共同化・集団化事業をいつそう拡充す
る。さらに，環境変化の影響を受けており，また受けるおそれのある業種や下
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請企業に重点をおき，業種，業態に即した構造改善事業を推進する。
2)競争条件の整備……革新の契機となるような競争を通じて中小企業の合
理化を進めることが肝要である。このような観点から長期にわたっているカル
テル行為については，企業の合理化意欲を喚起し，業界の近代化を促進する方
向でこれを運営させるとともに，更新，存続に際してはとくに審査の厳格化を
はかる。また，特恵関税の供与や資本自由化については，これを革新への剌激
として受けとめ，急激な市場撹乱を避けつつ中小企業をして新たな適応の途を
見出すよう誘導する。
3) 市場動向への適応••…•中小企業に関する情報体制を整備し，生産品種の
選定，変更に必要な情報の流通を円滑化するなど，中小企業の市場への適応を
支援するとともに，企業内の経営情報システムの啓蒙，指導に努める。 とく
に，小規模企業に対しては，施策の普及や経営指導を積極的に行なう。
(2)流通部門の総合的効率化・・・・・・流通部門の課題は，生産性の向上と機能の高
度化を通じて流通効率を高め，それにより得られる利益を消費者に還元してい
くことにある。そのためには，個々の企業，部門の省力化，情報化が必要であ
ることはいうまでもないが，流通活動は生産・流通段階における多数の企業や
事業所はもとより消費者にも関連するので，合理化方策を進めるに当たって
は，流通活動をシステムとしてとらえて総合的効率化がはかられるように配慮
する。また，商店街の再開発等の施策については，商業振興と地域開発とを有
機的に関連させるよう努める。
1)商業……流通効率の飛躍的向上を実現するためには＇，商業における経営
の省力化，商取引の合理化，物的流通コストの低減および流通活動のシステム
化が必要であるcしたがって，労働力不足に対処したセルフサービス化を促進
するとともに，商業者が情報機能を強化して，発注，受注，在庫等流通機能の
システム化を進めるよう誘導する。とくに生鮮食料品流通については，品質の
保持と処理，加工，包装，輸送などの各流通部門の合理化に大きな効果が期待
されるコールド・チェーンの普及をはかる。
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システム化については，その基礎的前提として帳票類，商品コード等の統一
化を早急に進める。さらに，関係企業がそれぞれの取引慣行をこえた高い立場
からシステム化の必要と効果を適確に認識することが肝要であり，流通関係各
界代表者および専門家が結集して総合的推進体制を確立するよう誘導する。あ
わせて省力機械の取扱い，情報処理，科学的在庫管理，マーケティング等の技
能を身につけた近代的流通活動をになう人材を養成するための教育機関を拡充
する。
つぎに，コストの低減に結びつく大規模商業の発達は流通の合理化に資する
ことになるので，流通関係の法制，政策は大規模商業を必要以上に抑制するこ
とのないよう運用する。さらに，これとの公正な競争関係を剌激としてボラン
タリー・チェーン等による組織化を強力に推進し，中小商業の近代化・合理化
を促進する。また，卸売市場運営の改善を進めるほか，商取引慣行の合理化を
はかり，安定的な大量取引を推進する。
2) 物的流通•…••物的流通についても，流通経費の低減と機能の高度化のた
めに，そのシステム化を通じ効率化と省力化をはかる。
まず，一般貨物における協同一貫輸送，たとえばフレート・ライナー（鉄道
輸送のもつ大量高速性とトラック輸送のもつ機動性を結びつけた新しいコンテナ貨物輸送
方式），長距離フェリー，内航コンテナ輸送，一貫パレチゼーション（バレット
を利用した協同一貫輸送方式）等と大量ばら積貨物における専用輸送， たとえば
内航専用輸送，国鉄の物資別適合輸送等を促進し，新しい輸送体系の形成を通
じて革新的な物的流通の確立に努める。 このため， 日本工業規格等により荷
姿，包装の標準化をはかるほか，情報機能の向上を基礎とした総合的流通活動
および一貫輸送活動の普及をはかる。
つぎに，各種交通機関の結節点としての複合ターミナル等に関連する社会資
本を充実するほか，集貨配送，流通加工，情報処理を主たる機能とする流通倉
庫，集配送センターの建設，配送ネットワークの整備のための民間の努力を誘
導する。また，卸売市場を通ずる生鮮食料品流通の体系的な合理化を実現する
， 
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ため，市場施設の計画的な整備を推進する。
〔4〕 労働力の有効活用
(1)中高年齢者等の活用•…••今後， 全体としての労働力人口の増勢鈍化に加
ぇ，その質的構成が大きく変化すると見込まれる。とくに若年労働力のいちじ
るしい減少にともない，労働力の高齢化とそのなかでの女子の比率の増大が進
むことになろう。中高年労働力は，一般に新技術への適応力が劣り，地域移動
などについての制約も大きい。このような労働力の構造変化のなかでその有効
活用をはかるためには，従来の賃金・雇用制度や慣行を改めることが要求され．
よう。たとえば，わが国の歴史的・社会的慣習と若年労働力の豊富な供給のも
とで成立した年功賃金制度や封鎖的な雁用慣行などを改め，職務や能力に応じ
た賃金・雇用制度を進めることである。また，中高年労働力の技術革新などへ
の適応力をつちかうため，生涯を通じての再訓練や労働能力の不断の開発，向
上に役立つ教育訓練制度を整備，拡充するとともに，適職への配置を進め，ぁ
るいは労働能力に見合うよう作業方法を改善する工夫を加える。高齢者につい
てはさらに就業分野の拡大をはかることも必要である。
さらに，今後は，中高年女子労働力の進出を期待する度合いが高まることと
なるが，この層の労働力の活用に当たっては，主婦としての責務や労働能力な
どを考慮して，勤務時間，作業環境，作業方法，職場適応などについて家内労
働者も含めて特別の配慮が払われなければならない。また政府においても，こ
の層の特質を考慮して，社会環境の整備，職業相談，就職のあっ旋，職業能力
の開発のための指導や訓練などの施策を強化する。
なお高学歴化の傾向にある新規学卒者の有効活用をはかるため，産業や経営
側の受入れ態勢の改善が望まれる。
(2)労働力の流動化·…••労働力供給の量的・質的変化にともない，産業構造や
就業構造が変化する過程で，労働力の産業間・地域間移動を円滑に行なうこと
が従来にもまして重要になってきている。これまでの新規学卒者や若年労働力
を中心とした移動から，今後は中高年齢層の移動の比重が高くなっていくの
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で，職業紹介や職業指迎においても，雇用情報処理の迅速化，移転用宿舎の設
置や貸与，職業転換援蔑措置の拡充などの政策努力によって労働力の円滑な流
動化をはかるとともに，個人の希望を尊重しつつ国民経済的に必要な分野に勤
労者が就業できるような方策についても検討されなければならない。
なお，農業部門からひきつづき労働力の流出が期待されるが，その大部分が
職業転換能力や地域的移動性に乏しい中高年齢層であるので，この層の実態に
即した職業の紹介，訓練の実施や在宅通勤による雇用機会を拡げるなどの政策
を機動的に行なう。
(3)環境の改善……勤労者の職場環境は，その能力が有効かつ安全に発揮され
るよういつそう改善されるとともに，貯蓄等資産の形成を通じて安定した生活
を過ごせるような諸条件が整備されることが要望される。とくに，職場環境に
ついては災害や疾病の防止のための諸対策を強化するとともに，長時間労働あ
るいは単調な労働等に対して適切な配慮をなすべきである。労働災害について
は，技術の進歩や労働力の質的変化にともなって災害発生の潜在的危険性が高
まっているので，これに対応した監督指導の励行，企業における安全衛生活動
の積極的推進によって安全衛生水準を向上させるとともに，科学的労働災害防
止対策推進のための調査研究，あるいは被災者に対する災害補償，社会復帰に
ついても一貫した対策を充実，強化する」6)。
いささか総花的な観はあるが，産業構造の革新に関する以上の概要と政策的
諸問題についての叙述からみて，現実の産業社会には既に高度産業化社会への
胎動が顕著であり，また計画作成者ないし政策主体も，それへの移行を意図し
ていることが明らかである。そこでわが国の高度産業化社会とは，如何なる新
しい次元の産業社会であるのか。この社会の一般的な構造ないし性格およびそ
れへの政策的課題について私見を要約してみよう。
6)経済企画庁編「新経済社会蒻展計画」昭和45年， 30-41頁。但し各所を省略している。
八塚陽介編『新経済社会発展計画の解説」昭和45年， 66-68頁。引用および参照。
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先ず高度産業化社会の一般的な構造ないし性格について，その社会がもつで
あろう現象的な諸側面について考察する。
(1)技術革新の普及と今後の急激な進展は，産業社会の変化としての生産革新
（生産の近代化，合理化，高速化， 量産化， 省力化， 効率化， など一連の技術的向上）
と消費革新（生活の近代化，多様化，画ー化，高級化，洋風化，など一連の実体的向上）
と流通革新（流通の近代化，大型化，系列化，多角化，短縮化，迅速化，など一連の高
速度大量販売の普及，以上の流通経路革新と物的流通革新および流通のシステム化）を
一層促進する 7)' とともに生産力構造としての産業構造をますます高度化する
であろう。もとよりこの場合，経済成長の主導権を握り続けるのは超技術産業
としての，また高度加工産業化する第二次産業であることに相違はないが，し
かし第一次産業の近代化（高生産農業の展開）と第二次産業の「内部構造の高度
化」と「省力化」により生ずる労働力と新規労働力の大部分が第三次産業に吸
収され，また情報化，システム化，都市の集中化，の進展と相侯って第三次産
業が先進国型となり， その繁栄が肉体的労働力にかわる頭脳的労働力の集中
（就業者構成の高度化）はもとより， 国民所得の実質的増大を集約的に現わすと
7)流通革新の現象形態
大型小売店~（スーパー・マーケ 卸 A ユニット・ロード・システム
流— ット，スーノー・ストア，スー 売 物パー・レット） り （イ） バレテイゼーショ‘ノの発展
連鎖店（レギュラー・チェン， 星 （口） コンテナリゼーシ弓ンの進展通 ボランタリー・チェン） の 的
SSDDS (割引百貨店） 靡 り コールド・チェンの普及経 大メーカー｝の系列化販売と 流 流通センターの発達・コンピュ大商社直売 小 B ータリゼーション
路 生協，業農資協，購買会， その他， 彎ク- 通非商 本の大型店 り 包装・輸送・保管・ 荷役・情報
自動販売機の出現 畠 C の大型化，専用化，迅速化， 自革 の 革 動化，および物的流通管理の進
月賦販売の普及 革 展
新 新 新
流通経路の短縮化・系列化・組織化 社会的流通コスト・物的流通コスト・営業コストの引下げ。
流通のシステム化……→流通機能の高度化・流通業の生産性向上
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いう産業体制を確立するであろう。もとよりこのような産業構造の体制的変動
は，農業から工業へ，工業から第三次産業・都市化産業へ，そして知識・情報i
産業へと移行する単純な変化ではない。農業の内部構造の変動と工業の内部構
造の変動と高度化，第三次産業の内部構造の変動をそれぞれ内部にもちなが
ら，より大きい産業構造の体制的変動の流れのなかで重層的変動のパターンを
とりながら変貌するのである 8)。 しかしこのことは「物的生産の時代」から
「知的生産の時代」への転換と単純に解釈してはいけない。むしろ物的生産の
知的生産化により，知的創造力と頭脳的労働力の必要および知識産業や知識職
業が第三次産業において支配的に重要となる知識産業人時代への転換であると
理解しなければならない。高度産業化社会とは，以上のような諸現象が顕在化
する意味での第三次産業社会と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であるとい
えよう。
(2)以上との関連において高度産業化社会では，超技術化，情報化，システム
化が進展するから，従って知的創造力と頭脳的労働力の必要性が今日以上に増
大することは，いま述べた通りであるが，しかしこのことを，別の側面から，
端的に解説してみよう。いうまでもなく超技術化は生産の主体としての企業経
営における技術的効率および経済的効率を高めるが，そのためには情報機能の
改善が必要である。ところが情報機能の中心に位置するのが，今日では，コン
ビュータであり，システム化はコンピュータ技術の進歩（コンピュータそのもの
であるハードウェアと利用技術であるソフトウェアの開発• 発展）と密接な関連をも
って広まり．それは，一方において．企業の生産過程に人間・機械体系 (man
machine system)を実現するとともに，他方において，産業のシステム化を
招来せしめる。この二つの現象の進展は人間の思索を伸張し増強するが，反射
的に人間の知識構造を変革して9)' 新しい知識の生産と流通を要求するであろ
8)片方善治・佐貫利雄『日本の知識産業』一その発展動向を探る一， 昭和45年， 144頁
参照。
9)青沼吉松『産業社会の展開』昭和44年， 18-19頁参照。
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う。以上の如き意味で高度産業化社会とは，物的生産の知的生産化により，従
来にも増して知識の生産と流通および知識産業と知識職業が支配的に重要とな
る10), ところの「情報化社会」或は「知識産業社会」と呼ばれる構造ないし
性格をもつ社会であるといえよう。
(3)以上との関連において高度産業化社会では，好むと好まざるを問わず企業
は，今日の高度大衆消費経済における大規模市場を前提とする大量生産，プロ
セス生産を技術革新の進展と相倹って進行させつつ企業規模をますます拡大化
するとともに生産集中度，市場占拠率を高めるであろう。また他方，いわゆる
大型合併，コングロマリッド的合併により企業は地理的市場の拡大，製品の拡
大および多角化ないし多様化を図り 11), 独占的地位を高めるであろう。 この
ような企業は中核企業 (centerfirm)とも呼ばれる巨大企業であるが12), 巨
10)知識の生産と流通という比較的新しい言葉は，現・プリンストン大学教授（私が留学
した当時はジョンズ・ホプキンス大学教授）フリッツ・マッハルプ博士が， .Machlup,
F, The Production and Distribution of Knowledge in the United State, 1962. にお
いて使用したものである。この書の第3版が高橋達男・木田宏氏によって全訳され「知
識産業」昭和44年， となって出版されている。知識産業論の先騒者として高く評価され
ている。
11)ここにコングロヤリット (Conglomerate)とは， 企業がいくつかの産業部門にまた
がっている企業の多様化(diversification)の現象であり，コングロマリット的合併はつ
ぎの三つのカテゴリーに分かれる。地理的市場の拡大，製品の拡大，その他の合併（造
船会社がアイスクリーム会社を吸収合併する）がそれである。 T・オーハンロンは8部
門以上で活動している企業をコングロマリット企業と規定している。しかし企業の首脳
者たちは， 自らを多産業会社 (multi-industrycoporaUon)ないし多市場会社(multi-
market'. coporation)と呼んでいる。佐藤定幸『コングロマリット」ーアメリカの新し
いビッグ・ビジネスー，昭和44年， 15-18頁および25-36頁参照。
12)ここに中核企業とはアベリットの用語である。彼は，中核企業 (centerfirm)と周
辺企業 (peripheryfirm)との二つのはっきり異なった企業組織からなる経済を「二．
重構造経済」と呼び， 中核企業と周辺企業とは， 経済規模， 組織構造， 産業の立地条
件，生産要素の取得条件，長期の視野，市場集中度などの面で異なっている， と述べて
いる。 Averit,R.T, The Dual Economy, 1968. 外山広司訳『中核企業」昭和44年，
3-4頁参照。
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大企業や大企業が支配的である市場構造においては企業の競争制限的な市場行
動が行われやすくなり，その場合，いわゆる管理価格（市場が寡占状態にあること
を原因として生ずる需要やコストの変動に対して下方硬直的な価格で，カルテルによる価
格操作や，政府による価格支持制度を伴わないもの，これは狭義の定義である）が形成
され，独占禁止法，すなわち反独占政策が実施されているにもかかわらず寡占
経済の弊害（寡占状態にある寡占産業ないし寡占企業が管理価格の形成により価格の下
方硬直性をもたらし，カルテルや政府による価格支持制度に基づく硬直的な価格とともに
価格水準を高め物価の上昇傾向を拍車し，有効競争を阻害する，など）が顕在化する。
高度産業化社会とは， 以上の如き諸現象が顕在化する意味での「寡占経済社
会」と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であるといえよう。
また寡占経済社会では巨大企業や大企業，端的にいえば寡占企業の経営が
「専門化した知識，才能或は経験を提供するすべての人々を包摂する集団とし
ての，いわゆるテクノストラクチュアによって指導され， 「高能率・高賃金原
則」のもとに経営組織の改正，企業の合理化，労働力の質的向上，コンビュー
ク・システムの利用等が盛んに行われ，生産性の向上と経営革新が進展するか
ら企業経営はますます複雑多様化するが，それとともに政府に対する企業およ
び国民の社会的需要も同様に複雑多様化するので，従って一方において，テク
ノストラクチュアによる企業経営の重要性が増大するとともに， 他方におい
て，官僚組織の運営による政府役割の重要性も増大する。かくして企業と政府
は，それぞれの利害関係（教育，資金，税金）において密接不可分に結びついて
強力に存続することになるから高度産業化社会とは，この意味においてガルブ
レイスがいう「新しい産業国家」13)と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であ
るといえよう。
(4)以上との関連において高度産業化社会では，経済社会や産業経営社会の変
貌とともに新産業経営秩序，すなわち新産業秩序（ビッグ・ヒジネスが経済を先導
13) Galbraith, J.K, The New lndustry"State, 1967. 都留重人監訳「新しい産業国家」
昭和43年， 91-92および338頁参照。
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してゆくという支配原理と競争の効率化，すなわち有効競争の秩序）と新経営秩序（民
主化と科学化を基盤とする経営近代化の秩序）の形成が一層促進されるであろうが，
しかしそれは新しい次元の産業社会としての高度産業化社会における社会意識
としての価値観（文化価値一世界観一倫理的価値ー科学と哲学の統合による）の形成
と無関係に促進されるものではない。そこで高度産業化社会における社会意識
としての価値観の形成に影響するであろう，わが国の現実社会における社会的
諸要求をみると，組織化された民主社会における権利と自由の要求，人間性回
復の要求，高福祉や余暇時間増大の要求，産業公害を含めて高度成長のひずみ
是正の要求，等これら一連の社会的諸要求は何らかの意味において現実社会の
矛盾を媒介契機とする問題意識の結果であり，その反映として必然的に多元的
イデオロギー，多元的インダストリアリズム，人間尊重主義，環境主義，新現
実主義などの諸思想を台頭せしめている。しかしながら，以上の如き諸思想を
現実社会に定着化するに必要な社会意識としての新しい価値観は，いまだ前向
きに形成されようとはしていない。それどころか社会意識としての新しい価値
観は多様化の傾向を示し，前途は混沌としている。もとより社会意識としての
新しい価値観の多様化は人間や社会の進歩にとっては当然のことであり，また
必要でもあろう。今日のように新しい知識や技術がつぎつぎに採り入れられ，．
それが社会発展の原動力となり，他方，人間の権利と自由，特に言論の自由，
表現の自由が強調される時代の社会は或る意味で多様化社会である。けれども
われわれの今日の社会生活（精神的生活と物質的生活の統一的構成体）をみると，
人間生存の物質的欲求の成果である物質的文明（物質的生活）とこれを基盤と
する精神的欲求の成果である精神的文明（精神的生活）とはアンバランスであ
り，これに加えるに資本主義における「個人の自由」 と「生産手段の私的所
有」と「生態学的」な社会と，これに反して社会主義における「社会正義」と
「生産手段の公的所有」と「有機体的」な社会という原則論的，イデオロギー
的対立が窮極的には必要以上の精神的・社会的緊張を増大させ社会意識として
の新しい価値観の形成を混迷ならしめているのが現実である。このような現実
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のもとに，人口の都市集中化が激しく，高等教育の大衆化が進み，知的労働の
増大が著しい社会，いわゆる 「高密度社会」では， 伝統的な古いイデオロギ
ー，利潤追求の商業主義，生産中心のインダストリアリズムなどでは理解する
ことも，また解決することができない経済的・社会的難問題を発生増大させて
いる。もとより今日の経済的・社会的難問題の多くは社会科学の分野における
進歩が，自然科学の分野における進歩にはるかに立ち遅れているという事実，
すなわち社会科学と自然科学との間のギヤップによるものである。従ってこの
ギャップを解消しない限り，今日の激変しつつある社会の未来における衝撃は
強烈であり，また未来社会は恐るべきものとなるであろう 14)。
そこでこの自然科学の進歩に対する社会科学の立ち遅れ，すなわち両者のギ
ヤップを解消し経済的・社会的難問題を解決するには社会科学と自然科学の統
合が要求され，ここにソーシャル・テクノロジー (SocialTechnology)やソ
ーシャル・エコロジー (SocialEcology)すなわち生態学の経済学的ないし社
会学的応用等の研究を盛んならしめるとともに~s), 他方， 社会科学の統合，
もとよりそれは「広大な一般性をもった単一の理論ではなくて，むしろ，その
なかでひとつの科学の理論構造が，関係のある他の諸科学の理論構造と重なり
あい，すべての科学がお互い同志の上になんらかの光を投げかけあうような，
理論構造および概念の連続性あるいはスペクトルー必ずしもその次元が一つで
ある必要はないーなのである。相互作用の理論の一般的な構造も，やはり同
14) Helmen, 0, Social Technology, 1966. 香山健一訳『社会工学の方法」昭和44年，
9ー 10頁参照。
15)ここにエコロジーとは， わが国では生態学と訳されているが， この学問は 1866年に
E. ヘッケルにより，生物とその環境および共生者との関係を研究する科学と定義され，
生物の示す物質経済を中心として研究され，それは植物生態学，動物生態学として発展
してきたものである。今日では，その研究成果は，社会環境，社会構造，社会医学，社
会意識等に密接な相即関係にあるものとして経済学ないし社会学の研究に利用される傾
．向にある。私はソーシャル・エコロジーという呼称でこの分野の開拓が行われることを
提唱するものである。
17 
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様な形でさまざまの多数の科学のなかから現われ始めようとしている」16)。最
近における一般システム論，その応用としての経済・社会システム論の研究お
よび実際界における頭脳集団，すなわちシンク・タンク (thinktanc)の結成
と利用などはその間の事情を物語っている 17)。ところで以上の如き諸科学や
頭脳集団，テクノストラクチュア，知識産業人，などが支配的に重要となる社
会を仮りに「科学的社会」というならば高度産業化社会とは，明らかに科学的
社会であり，それは従来の物的生産，「工業化」を脱した工業化の深化，「知的
生産化」と今日の人間尊重主義，環境主義などの台頭とともに知識産業，知識
職業が支配的に重要となる「脱工業化社会」と呼ばれる構造ないし性格をもつ
社会であるといえよう。
．以上要するに高度産業化社会とは，第三次産業社会，情報化社会，寡占経済
社会，新しい産業国家，知識産業社会，科学的社会，脱工業化社会などと呼ば
れるそれぞれの現象的側面を包摂する新しい次元ないし高次元の産業社会であ
り，それは前産業化社会→近代産業社会→現在，これからの高度産業化社会へ
の歴史的変化とみなしうる。
そこでいま18世紀イギリスの「産業革命」を契機とする近代産業社会の成立
より高度産業化社会への歴史的変化を技術革新と社会変化の流れ（技術革新の
個人，経済，社会制度への影響過程）として考察すると，そこには大きな三つの段
階があることが明らかである。「第 1期は， 蒸気を動力とした工場システムの
採用である。これは18世紀にイギリスの織物業，機械器具産業において始めら
16) Boulding, K. E, Beyond the Ec'lnomics, 1968, p. 59. 公文俊平訳「経済学を超え
て」昭和45年， 62-63頁。
17)この場合のタンクとは，頭脳の貯水槽のことである。頭脳集団と訳されているが，こ
れは各分野の専門家が集って与えられた問題についての解決策や，予測をおこなう研究
機関を意味する。アメリカではランド・コボレションが著名である。 Randとは Rese-
arch and Developmentを縮めた言葉であり，システム開発機関である。アメリカで
は数百のシンク・タンクがある。わが国でも，最近，中山伊知郎・一つ橋大学名誉教授
を中心として，その結成が行われていると，、報道されている。
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れた。第2期は，今世紀初頭，アメリカ合衆国のオートメーション産業で集約・
化された，規格品を製品別に製造する大量生産技術の採用。第3期が，エレク
トロニクスによる情報処理技術を使用した現代の情報加工産業である。」18)も
しこの見方が一応妥当であるとする、ならば，高度産業化社会とは本質的には情
報化社会であるという一面をもつが，この場合，情報処理機械としてのコンビ
ュータの出現は実に画期的な意義をもっている。しかしその出現はもとより新
しい。すなわち「アメリカにおいて， 実業界でコンピュータ（ユニバック I
型）がはじめて利用されたのは1954年10月で，それ以前は軍事または政府で使
用されているにすぎなかった。したがって，実業界での利用経験は，この方面
で世界のトップを切るアメリカにしても僅か15年間にすぎない。またわが国の
本格的なコンビュータ（つまりストアード・プログラム方式のコンビューク）が導入
されたのは昭和33年10月であるから，その利用経験もまだ11年間にすぎない。
このようにユニバック I型が1951年にはじめて汎用のコンビュータとして出現
して以来，まだ18年にしかならないが，その間にコンピュータは，通称＇「第 1
世代」，「第 2世代」，「第 3世代」を経て，いまや「第 4世代」へと進もうとし
ている」19) (昭和44年現在）
かくしてわが国の産業社会にもコンビュータの導入を契機として高度産業化
社会への本質的諸特徴ともいうぺき超技術化，情報化，システム化への一連の
志向ないし傾斜が最近になって顕著になってきている。例えば情報化の中心で
あるコンビュータの企業における利用分野は， 「(1)部分的な事務処理＝給料計
算， 株式配当金計算， 売掛金計算， 固定資産減価償却計算など個々の事務計
算， (2)総合的な事務処理，あるいは経営事務＝仕入，生産，販売，資金，人事
など経営活動の全域を一本の対象とした総合的なデータ処理， (3)経営科学計算
＝オペレーションズ・リサーチ，シミュレーション，スケジューリング技法な
18) Schon, D. f',. Technology and Change, 1967. 松井好・牧山武ー・寺崎実訳「技術
と変化」昭和45年， 309頁。
19)経済審議会情報研究委員会「前掲書」 24頁。
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ど，いわゆる経営科学といわれる分野の計算処理， (4)情報検索＝必要な情報デ
ータを整備，記録，保管し，特定の条件に合致したものを，迅速，正確に摘出，
整理する処理， 国鉄の座席割当てや警察の犯罪手口記録整理への使用など，
(5)技術計算＝理工系の技術計算処理，機械設計のための数値計算など，その他
これに類する各種計算処理， (6)プロセス制御＝生産プロセスを自動制御するた
め，プロセスの刻々の状態をコンビュータに伝え，コンピュータ論理判断処理
の結果によってプロセスの状態を最適にするために，コントロール機構が作動
するような方式のコンピュータの用法」20)等6種が挙げられている。また昭和
47年頃を目途にして公衆通信網（一般加入電話網と一般加入電信網）をフルに開放
し，情報社会成立の重要な条件であるコンピュータと通信回線の自由接続が実
現するような政策的配慮が進められている。かくして1970年代には高度産業化
社会への移行が加速度化され本格的情報化時代に突入する可能性が大きい。
しかしここに注意すべきことは，情報化という言葉を広義に解釈し，かつ万
能視して高度産業化社会を，端的に情報化社会と規定することの誤りと，高度
産業化社会への移行を「バラ色」の政策画として描いてはならないということ
である。既に述べた如く高度産業化社会ば情報化社会という一面をもつが，そ
｀、もそも「情報化という問題は，ビッグ・ビジネス（巨大企業）がその巨大な生
産能力をフルに利用して利潤を上げるためには，販路の拡大が必要であるが，
生産力の発達に比して，販路の拡大は遅れがちである。そこで，市場の動向を
適確に，また迅速に把握し，これに合わせて生産をする，いわゆるプロダクト
・プランニングが重要視されるようになって来たが，折よくコンピューターが
出現して，市場の情報を容易に集計することができるようになった。ここに問
題の出発点があり，また核心があるのである。」21) もとより情報化は産業，企
業経営，教育行政などに影響を与えるであろうし，これからは情報産業（情報
20)片方善治『システム入門」一日経文庫ー，昭和44年， 158-159頁。
21)難波田春夫・責任編集『社会哲学」昭和45年，盛夏号， 40頁。
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処理サービス業，情報提供サービス業，情報開発サービス業）が台頭するであろう。
しかし情報化の問題はより勝義に産業経営社会の問題であり，また情報化社会
の具体的なイメージは，それを描く人によって種々様々であることを理解して
おかねばならない22)0
次に高度産業化社会への移行を「バラ色」の政策画として描いてはならない
のは，高度産業化社会への前途には少くとも「二つの危機の可能性」が待ち構
えているからである。その一つは，アメリカのシンク・タンク，ハドソン研究
所所長であるハーマン・カーン (HermanKahn)がよく使用する言葉である
技術的恐慌 (technologicalcrisis)であり，核戦争の危険，深刻な公害の増
大による自然破壊， 天然資源の枯渇など， その二は， 経済恐慌 (economic
crisis)であり，過剰生の進展，’企業の借金経営の破綻， インフレーシ自ンの
悪性化など，の勃発の可能性である。この可能性の現実化は既に日本経済の暗
い側面に露出し始めている。
そこで，高度産業化社会への移行に寄せて，最近のわが国経済の明暗を推察
してみよう。先づ明かるい面としては， (1)家庭生活の改善と向上， (2)国民所得
の増大と平準化， (3)産業の国際的競争力の強化， (4)国際収支の改善， (5)高度経
済成長の持続，等が推察される。これに反して暗い面としては， (1)企業体質の
不健全化， (2)産業公害の加速度的増大， (3)国家財政（地方財政をも含めて）の赤
字化の拡大， (4)寡占化の進展による有効競争の阻害， (5)インフレーションの進
行， 等が推察される。 もとより明かるい面の推進は「経済大国日本」への道
（金森久雄氏編「経済大国につほん」昭和45年）に通じ， 暗い面の弥漫は「日本経
済の破綻」への道 （難波田春夫教授著「警告/日本経済の破綻」昭和45年） に通ず
る。それ故，以上のことを充分に配慮しながら高度産業化社会への政策的課題
を「エコノミスト」としての立場より 「勧告」ないし「提言」 として追求し
てみよう。
22)経済審議会情報研究委員会「前掲書J166頁および255頁参照。
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この場合，先ず(1)高度産業化社会への前途に待ち構える 「二つの恐慌」 と
「日本経済の破綻」を可能的に排除すること， (2)現実の経済的・社会的不均衡
を緩和して精神的・社会的緊張の増大を払拭すること， (3)人間性豊かな経済社
会の形成を目ざすこと，を恣意的ではあるが基本的前提とする。この基本的前
提の上に， 経済政策の目的， すなわち一般的究極目的（理想的価値＝価値判
断）である「国民経済生活の充実」に対応し矛盾しない特殊具体的目的（現実
的価値＝事実判断）を高度産業化社会への移行という問題性に応じて「経済社
会の効率化」と「人間性疎外の経済的・社会的回復」であると規定し，、先ずこ
れを明示する。なお前後するが，ここに政策的課題とは，後者の特殊具体的目
的（事実に依拠する問題性に応じて規定する）を達成する手段的な目標のことであ
る。従って高度産業化社会への政策的課題とは，高度産業化社会への移行のた
めの手段的な，目標であるといってよい。
以上のような考え方から， 先ず「経済社会の効率化」の課題を挙げてみる
と， (1)産業の効率化， (2)高生産性農業の実現， ¥3)中小企業の革新と流通部門の
総合的効率化， (4)労働力の保全と有効活用（以上「産業構造の革新」にもられた課
題の利用である）， (5)総合的技術開発， (6)金融体制の整備と資本市場の強化， (7)
産業立地の円滑化と資源の有効開発， (8)行政および財政機構の改革，等が特に
必要であると考えられる。次に「人間性疎外の経済的・社会的回復」の課題を
挙げてみると， (1)人間尊重主義に基づく人間能力の向上と主体性の確立を図る
教育改革および研究開発の推進， (2)情報化の促進と知識産業の振興， (3)住宅お
よび生活環境の整備と土地対策の推進， (4)公害の防止と排除対策の強化， (5)老
人開発と社会保障の充実， (6)都市および農村の開発と社会資本の充実， (7)消費
者保護対策の推進， (8)国民生活における安全確保，等が特に必要であると考え
られる。もとより以上の諸課題はそれぞれ細部の諸手段に分かれることはいう
までもない。例えば消費者保護対策についていえば，（イ）食品・医薬品の危害防
止，・（口）計量の適正化， Vヽ）規格表示の適正化，（二）公正自由な競争の確保，、（ホ）消費
者組織の育成，（吋過大な景品類の提供による誇張宣伝の規制，等に分かれるが
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如きである。
さて以上の如き政策的課題は，主として長期の課題であり，また特に主要な
ものを挙げたものであって，そのすべてではないが，しかし課題の関連する範
囲は産業，経営，労働，教育，経済，政治の諸分野にまたがる広範囲の領域に
関するものである。かくの如く経済政策の対象領域が拡大化するのは，いうま
でもなく政策の直接的な対象側面である経済問題が現実の経済社会の急激な発
展変化，わけても技術的進歩がもたらす産業変化，経済変化，社会変化のみな
らず政治環境の変化にまで波及し，その関係関連が階層的に複雑多様化したが
ためである。またそれは経済政策が現代資本主義の体制的変動に対応して社会
政策的，経営政策的色彩を濃厚にし，それらの政策に接近したところの綜合政
策ないし構造政策として，また経済計画を背景とする綜合経済計画政策として
質的に転換を余儀なくされてきたためにほかならない。このことの詳細につい
ては私の著書において論述しているので23),、ここでは省略するが， 従って以
上述べた如く， これからの経済政策の研究には経済領域，社会領域，政治領
域，宗教・道徳・倫理領域等にわたるシステム思考および経済計画に関する広
範な知識が必要であることを指摘して，この小論の「むすぴ」とする次第であ
る。
23)松原藤由「全訂版・経済政策の論理構造」昭和45年，第5章，第3節に詳述。
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